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【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
Ⅰ．連結の範囲に関する事項
　１．連結子会社の数 社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　主要な連結子会社の名称
　　　古河スカイ㈱、日本製箔㈱、古河電池㈱、FCM㈱、OFS Fitel LLC等。
　　　古河汽車配件（東莞）有限公司、FURUKAWA AUTOMOTIVE SYSTEMS VIETNAM 
INC 、古河汽車配件（香港）有限公司、Furukawa Automotive Systems Thailand Co  Ltd 、
長春古河汽車線束有限公司はそれぞれ重要性が増したため、当連結会計年度より連結子会社
とした。

　　　また、古河光繊（西安）有限公司は、西古光繊光纜有限公司との合併により消滅した。古
河金属（無錫）有限公司は持分の一部売却により持分比率が低下したため、当連結会計年度
より持分法を適用し、連結の範囲から除外している。

　　　恵州古河金山汽配有限公司は恵州古河汽配有限公司に、Furukawa Lear Corporationは
Furukawa Wiring Systems America Inc に、西古光繊光纜有限公司は、古河電工（西安）光
通信有限公司に社名変更した。

　２．非連結子会社
　　　Furukawa Electric Institute of Technology Co  Ltd 等。
　　（連結の範囲から除いた理由）
　　　非連結子会社は、その総資産・売上高・損益及び利益剰余金の額のいずれにおいても小規
模であり全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためである。

Ⅱ．持分法の適用に関する事項
　１．持分法適用会社の数 社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　主要な持分法適用会社の名称
　　　㈱ビスキャス、東京特殊電線㈱、原子燃料工業㈱等。
　　　山崎金属産業㈱、Birla Furukawa Fibre Optics Ltd はそれぞれ重要性が増したため、当連
結会計年度より持分法を適用した。古河金属（無錫）有限公司は持分の一部売却により持分
比率が低下したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外し、持分法を適用した。

　　　また、他１社は清算したため、当連結会計年度より持分法の適用範囲から除外している。
　　　古河金属（無錫）有限公司は、鑫古河金属（無錫）有限公司に社名変更した。
　２．持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
　　　雲南銅業古河有限公司等。
　　（連結の範囲から除いた理由）
　　　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、その損益及び利益剰余金の額のい
ずれにおいても小規模であり全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため
である。

Ⅲ．重要な会計方針
　１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　⑴　満期保有目的債券………………………主に償却原価法
　　⑵　その他有価証券
　　　　　　　　時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は主として全部純資産直入法により処
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理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）

　　　　　　　　時価のないもの………………主として移動平均法による原価法
　２．デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法
　３．たな卸資産の評価基準及び評価方法……主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

　４．固定資産の減価償却の方法
　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く）…定率法と定額法による。
　　⑵　無形固定資産（リース資産を除く）…定額法による。
　　⑶　リース資産
　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産…………………
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用している。
　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産………………
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成 年３月 日以前
の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい
ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。

　５．繰延資産の処理方法
　　⑴　株式交付費………………………………支出時に全額費用として処理している。
　　⑵　社債発行費………………………………支出時に全額費用として処理している。
　６．重要な引当金の計上基準
　　⑴　貸倒引当金………………………………金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては主に貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上している。

　　⑵　退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込み額
に基づき、当連結会計年度末において発生してい
ると認められる額を計上している。

　　⑶　役員退職慰労引当金……………………連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に
備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ている。

　　⑷　製品補償引当金…………………………製品の品質に関する補償費用の支出に備えるため、
今後必要と見込まれる金額を計上している。

　　⑸　環境対策引当金…………………………ポリ塩化ビフェニル（PCB）の撤去や土壌改良工
事等の環境関連費用の支出に備えるため、今後発
生すると見込まれる金額を計上している。

　　⑹　災害損失引当金…………………………東日本大震災により被災した資産の復旧等に要す
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る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる
金額を計上している。

　７．ヘッジ会計の方法
　　⑴　ヘッジ会計の方法………………………繰延ヘッジ処理を採用している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、為替予約について振当処理の要件を満たし

ているものは振当処理を、金利スワップについて
特例処理の要件を満たしているものは特例処理を
採用している。

　　⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　　　　金利スワップ…………………借入金
　　　　　　　　為 替 予 約…………………外貨建売掛債権、外貨建買入債務等
　　　　　　　　地金先物取引…………………原材料、仕掛品
　　⑶　ヘッジ方針………………………………借入債務、確定的な売買契約等に対し、金利変動、

為替変動及び原材料価格変動等のリスクを回避す
ることを目的としてヘッジを行っている。

　　⑷　ヘッジ有効性評価の方法………………ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー
変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ
シュ・フロー変動の累計を比較し、その基礎数値
の価格に起因する部分以外の部分を除外した変動
額の比率によって有効性を評価している。

　８．消費税等の会計処理方法…………………税抜処理を採用している。
　９．のれん及び負ののれんの
　　　　償却に関する事項………………………原則として５年間で均等償却を行っており、効果

の発現する期間を合理的に見積ることが可能なも
のは、その見積り年数によっている。

　 ．連結納税制度の適用………………………連結納税制度を適用している。

Ⅳ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
　１．資産除去債務に関する会計基準の適用
　　　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年
３月 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 号　
平成 年３月 日）を適用している。これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期純利
益は 百万円減少している。なお、営業利益及び経常利益に与える影響は軽微である。

　２．「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」
の適用

　　　当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年３月
日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第
号　平成 年３月 日）を適用している。

　　　これによる当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はない。
　３．企業結合に関する会計基準等の適用
　　　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年 月

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年 月 日）、「「研
究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第 号　平成 年 月 日）、「事
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業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成 年 月 日）、「持分法に関する
会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年 月 日公表分）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 号　平成 年 月 日）
を適用している。

　４ 　表示方法の変更
　　⑴　会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結貸借対照表及び連結株主資本等変

動計算書における「評価・換算差額等」は「その他の包括利益累計額」として表示する方
法に変更している。

　　⑵　会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結損益計算書において「少数株主損
益調整前当期純利益」の科目を表示する方法に変更している。

【連結貸借対照表に関する注記】
　１．担保資産及び担保付債務
　　　担保に供している資産は次のとおりである。
　　　　　　現金及び預金 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　建物及び構築物 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　機械装置及び運搬具 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　工具器具備品 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　土地 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　投資有価証券 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　合計 百万円　　　　　　　　　　
　　　担保付債務は以下のとおりである。
　　　　　　短期借入金 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　１年内償還予定の社債 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　流動負債その他 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　社債 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　長期借入金 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　固定負債その他 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　合計 百万円　　　　　　　　　　
　２．受取手形割引高及び裏書譲渡高
　　　　　　受取手形裏書譲渡高 百万円　　　　　　　　　　
　３．偶発債務
　　　　　　保証債務 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　債権流動化に伴う買戻し義務 百万円　　　　　　　　　　
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
　１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する
事項

　　

前連結会計
年度末株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計
年度末株式数
（千株）

発行済株式

　普通株式 － －

　合計　　 － －

自己株式

　普通株式 　　　　 　　　　

　合計　　 　　　　 　　　　

　　　普通株式の自己株式の株式数の増減は、単元未満株式の買取請求による取得（ 株）
及び単元未満株式の買増請求による売渡（ 株）のほか、当連結会計年度より持分法を適
用したことに伴う、山崎金属産業㈱の保有する自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加
（ 株）による。

　２．新株予約権に関する事項
　　　該当事項はない。
　３．配当に関する事項
　　①配当金支払額

　　

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成 年６月 日
定時株主総会 普通株式 平成 年３月 日 平成 年６月 日

平成 年 月８日
取締役会 普通株式 平成 年９月 日 平成 年 月３日

　　②当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　
決議 株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成 年６月 日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 平成 年３月 日 平成 年６月 日
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【金融商品関係】
　１．金融商品の状況に関する事項
　　　当社グループは、資金運用については元本割れのない安全な運用を行うことを基本とし、
銀行等金融機関からの借入や社債発行により必要な資金を調達している。デリバティブ取引
については投機目的では行わないものとしている。

　　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ
ている。有価証券及び投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒され
ているが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っている。

　　　支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日である。
　　　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、このうち長期借入金の一部は、金利変
動リスクに対して金利スワップ取引をヘッジ手段として利用している。

　　　デリバティブ取引の実行・管理については、社内関連規程に従って行っている。
　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　平成 年３月 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりである。

　　

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額（* ） 時価 差額

⑴現金及び預金 　 　 －
⑵受取手形及び売掛金 －
⑶有価証券及び投資有価証券
　①満期保有目的の債券 　　　　 　　　　 　　　　　　
　②その他有価証券 　 　 －
　③非連結子会社及び関連会社株式 　　 　　 　　

資産計 　　

⑴支払手形及び買掛金 （ ） （ ） －
⑵短期借入金 （ ） （ ） －
⑶社債 　（ ） 　（ ） 　　△
⑷長期借入金 （ ） （ ） △

負債計 （ ） （ ） △

デリバティブ取引（* ）
　①ヘッジ会計が適用されていないもの 　　　　　（ ） 　　　　　（ ） －
　②ヘッジ会計が適用されているもの 　　　　 　　　　 －

デリバティブ取引計 　　　　 　　　　 －

　　

（* ）　負債に計上されているものについては、（　）で示している。
（* ）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
（　）で示している。

（注１）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　資　産
　⑴　現金及び預金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
　⑵　受取手形及び売掛金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。一部の売掛金は
為替予約等の振当処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」②参照）、円貨建売掛金とみて当該帳簿価額を以っ
て時価としている。

　⑶　有価証券及び投資有価証券
　　　これらの時価の算定は、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価
格によっている。
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　負　債
　⑴　支払手形及び買掛金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。一部の買掛金は
為替予約等の振当処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」②参照）、円貨建買掛金とみて当該帳簿価額を以っ
て時価としている。

　⑵　短期借入金
　　　短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
　⑶　社債
　　　社債の時価の算定は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残
存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定している。

　⑷　長期借入金
　　　長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定している。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体
として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される合理的に見積られる利率で割り引いた現在価
値により算定している。

　デリバティブ取引
　　①　ヘッジ会計が適用されていないもの
　　　　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約額ま

たは契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりである。

　　　

通貨関連（時価の算定方法は、先物為替相場によっている。） （単位：百万円）
区分 種類 契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益

市場取引以外の取引 為替予約取引
売建 － 　 　
買建 　　 － △ △

合計 － 　 　

　　　

商品関連（時価の算定方法は、商品先物相場を使用している。） （単位：百万円）
区分 種類 契約額等 契約額等のうち１年超 時価 評価損益

市場取引 先物取引
売建 － △ △
買建 　 － 　△ 　△

合計 － △ △
　　②　ヘッジ会計が適用されているもの
　　　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または

契約において定められた元本相当額等は、次のとおりである。

　　　

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち１年超 時価 当該時価の算定方法

原則的処理方法
為替予約取引 先物為替相場によって

いる。売建 売掛金 　　 － 　△
買建 買掛金 　 － 　

為替予約等の振当
処理

為替予約取引
売建 売掛金 　　 － （* ）
買建 買掛金 　　 －

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引
受取固定・支払変動 長期借入金 　　 　 （* ）
支払固定・受取変動 長期借入金 　

原則的処理方法
地金先物取引 地金先物相場によって

いる。売建 原材料、仕掛品 　　　　 － △
買建 原材料、仕掛品 　 　 　

合計 　
　　　（* ）　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されるため、

その時価は、当該売掛金及び当該買掛金の時価に含めて記載している（上記「資産」⑵及び「負債」⑴参照）。
　　　（* ）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している（上記「負債」⑷参照）。
（注２）　非上場株式（非連結子会社及び関連会社株式を含む）（連結貸借対照表計上額 百万円）は、市場価格がなく、か

つ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶有価証
券及び投資有価証券  その他有価証券」及び「⑶有価証券及び投資有価証券　非連結子会社及び関連会社株式」には含め
ていない。
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【賃貸等不動産関係】
　１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当社及び一部子会社では、東京都その他地域において賃貸可能な土地やオフィスビル等を
有している。

　２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

　　

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

　　
（注）　１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。
　　　２．当期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）及び一定の評価額や適切に市場を反映していると考えられる指標に基づく金額等である。

【１株当たり情報に関する注記】
　１．１株当たり純資産額 円 銭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２．１株当たり当期純利益 円 銭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要な後発事象に関する注記】
　　当社の連結子会社である古河スカイ株式会社は、BP Company North America Inc （以下
「BP」）の ％子会社であるアルミニウム板圧延品製造販売会社ARCO Aluminum Inc （以下
「ARCO」）について、住友軽金属工業株式会社（以下「住友軽金属」）、住友商事株式会社（以下
「住友商事」）、伊藤忠商事株式会社（以下「伊藤忠商事」）、伊藤忠メタルズ株式会社（以下「伊
藤忠メタルズ」）とともに、BPよりその全株式を譲り受けることに合意し、平成 年４月４日
に公表した。

　　事業運営については、共同出資５社で米国に設立した共同持株会社が全株式を保有し、重要
事項については出資各社が協議の上、決定する。出資比率は、古河スカイ株式会社： ％、住
友軽金属： ％、住友商事： ％、伊藤忠商事：２％、伊藤忠メタルズ：３％である。
　１．株式取得の目的
　　　ARCOは、生産品種をアルミ缶材に特化した製造を行っている世界最大級のアルミニウム
板圧延工場であるLogan Mill（非法人合弁事業）の資産の約 ％持分、その運営会社である
Logan Aluminum Inc の ％出資持分を所有し、Novelis Corporation（以下「Novelis」）との
合弁で事業を運営している。ARCOとNovelisはそれぞれ原材料をLogan Millに供給し、各々
の製品を販売している。

　　　古河スカイ株式会社は共同出資により、ARCOの全株式をBPより６億８千万米ドルで取
得し、経営参加と技術提供を通じて、アルミ缶材の世界最大市場である北米での製造販売に
取り組んでいく予定である。また、今後大きな伸びが見込まれる中南米市場への販売も拡大
させる予定である。

　２．対象会社の概要
　　　　社　　　　　名：ARCO Aluminum Inc
　　　　設　　　　　立： 年
　　　　本　　　　　社：米国ケンタッキー州ルイビル
　　　　資　　本　　金： 米ドル
　　　　事　業　内　容：アルミニウム製品の製造及び販売
　　　　年 間 売 上 高：約９億米ドル（ 年）
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　　　　年 間 販 売 量：約 万トン（ 年）
　　　　従　　業　　員： 名（ 年３月時点）
　３．共同持株会社の概要
　　　　社　　　　　名：ARROW Aluminum Holding Inc
　　　　本　　　　　社：米国デラウェア州ウィルミントン
　　　　資　　本　　金： 米ドル（ 年３月 日現在）
　　　　事　業　内　容：ARCO株式の保有
　４．今後のスケジュール
　　　平成 年７月～９月にクロージングを予定しているが、各国競争当局の審査状況等の事情
によっては、クロージングの時期が変更される可能性がある。

　５．資金の調達方法
　　　買収に係る資金の半分程度は、米国の共同持株会社においてノンリコースローン（非遡及
型融資）により調達を行い、残額のうち出資比率相当額については古河スカイ株式会社の自
己資金にて拠出する予定である。

【その他の注記】
　　該当事項はない。
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個別注記表
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
　１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　⑴　満期保有目的債券………………………償却原価法
　　⑵　子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
　　⑶　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）
　　　　　時価のないもの………………………移動平均法による原価法
　２．デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法
　３．たな卸資産の評価基準及び評価方法……総平均法に基づく原価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）
　４．固定資産の減価償却の方法
　　⑴　有形固定資産（リース資産除く）
　　　①　建物（建物附属設備を除く）
　　　　　定額法
　　　②　建物（建物附属設備を除く）以外
　　　　　定率法。但し、千葉事業所素材工場、三重事業所素材工場・伸銅工場、銅管事業部、

日光事業所伸銅工場、銅箔事業部は定額法による。
　　⑵　無形固定資産
　　　　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法。その他は、定額法による。
　　⑶　長期前払費用
　　　　均等償却
　　⑷　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。
　　　　なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適
用している。

　５．繰延資産の処理方法
　　　　社債発行費………………………………支出時に全額費用として処理している。
　６．引当金の計上基準
　　⑴　貸倒引当金………………………………金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収の可能性を検討し、回
収不能見込額を計上している。

　　⑵　退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当期末における
退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、
当期末において発生していると認められる額を計
上している。数理計算上の差異は、各期の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（ 年）による定額法により按分した額をそ
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れぞれ発生の翌期から費用処理する。
　　⑶　製品補償引当金…………………………製品の品質に関する補償費用の支出に備えるため、

今後必要と見込まれる金額を計上している。
　　⑷　環境対策引当金…………………………ポリ塩化ビフェニル（PCB）の撤去や土壌改良工

事等の環境関連費用の支出に備えるため、今後発
生すると見込まれる金額を計上している。

　　⑸　災害損失引当金…………………………東日本大震災により被災した資産の復旧等に要す
る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる
金額を計上している。

　７．収益の計上基準
　　　工事契約に係る認識基準は、平成 年４月１日以降に着手した工事契約で、当期末までの
進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の
見積りは主に原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

　８．リ－ス取引の処理方法
　　　リース取引開始日が平成 年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の売買取引に係る会計処理によっている。なお、リース取引開始日が平成 年
３月 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理を適用している。

　９．ヘッジ会計の方法
　　⑴　ヘッジ会計の方法………………………繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約

について振当処理の要件を満たしているものは振
当処理を、金利スワップについて特例処理の要件
を満たしているものは特例処理を採用している。

　　⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　金利スワップ…………………………借入金
　　　　　為替予約………………………………外貨建売掛債権、外貨建買入債務等
　　　　　地金先物取引…………………………原材料
　　⑶　ヘッジ方針………………………………借入債務、確定的な売買契約等に対し、金利変動、

為替変動及び原材料価格変動等のリスクを回避す
ることを目的としてヘッジを行っている。

　　⑷　ヘッジ有効性評価の方法………………ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー
変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ
シュ・フロー変動の累計を比較し、その基礎数値
の価格に起因する部分以外の部分を除外した変動
額の比率によって有効性を評価している。

　 ．消費税等の会計処理方法…………………税抜処理を採用している。
　 ．連結納税制度の適用………………………連結納税制度を適用している。
　 ．重要な会計方針の変更
　　⑴　資産除去債務に関する会計基準の適用
　　　　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年３

月 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 号　
平成 年３月 日）を適用している。

　　　　これにより、当期の税金等調整前当期純利益は 百万円減少している。なお、営業利益
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及び経常利益に与える影響は軽微である。
　　⑵　企業結合に関する会計基準等の適用
　　　　当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年 月

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第 号　平成 年 月
日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成 年 月 日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
号　平成 年 月 日）を適用している。

【貸借対照表に関する注記】
　１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円　　　　　　　　　　
　２．保証債務 百万円　　　　　　　　　　
　　　（うち当社負担分 百万円）　　　　　　　　　　
　３．債権流動化に伴う買戻し義務 百万円　　　　　　　　　　
　４．受取手形裏書譲渡高 百万円　　　　　　　　　　
　５．関係会社に対する金銭債権
　　　　短期金銭債権 百万円　　　　　　　　　　
　　　　長期金銭債権 百万円　　　　　　　　　　
　６．関係会社に対する金銭債務
　　　　短期金銭債務 百万円　　　　　　　　　　
　　　　長期金銭債務 百万円　　　　　　　　　　
　７．退職給付債務
　　　ａ 退職給付債務 △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　ｂ 年金資産 百万円　　　　　　　　　　
　　　ｃ 未積立退職給付債務（ａ＋ｂ） △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　ｄ 未認識数理計算上の差異 百万円　　　　　　　　　　
　　　ｅ 退職給付引当金（ｃ＋ｄ） △ 百万円　　　　　　　　　　

【損益計算書に関する注記】
　１．関係会社との取引高の総額
　　　　関係会社に対する売上高 百万円　　　　　　　　　　
　　　　関係会社からの仕入高等 百万円　　　　　　　　　　
　　　　関係会社との営業取引以外の取引高 百万円　　　　　　　　　　

【株主資本等変動計算書に関する注記】
　自己株式に関する事項

　　
株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式 株 株 株 株

　　（注）　当期における増加は、単元未満株式の買取請求による取得（ 株）であり、減少は、単元未満株式の買増請求による
売渡（ 株）による。
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【税効果会計に関する注記】
　１．繰延税金資産
　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　賞与引当金損金算入限度超過額 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　関係会社株式評価損 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　固定資産の減損損失 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　税務上の繰越欠損金 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　その他 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　繰延税金資産小計 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　評価性引当額 △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　繰延税金資産合計 百万円　　　　　　　　　　
　２．繰延税金負債
　　　　　固定資産圧縮積立金 △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　その他有価証券評価差額金 △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　その他 △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　繰延税金負債合計 △ 百万円　　　　　　　　　　
　　　　　繰延税金資産の純額 百万円　　　　　　　　　　

【リースにより使用する固定資産に関する注記】
　　貸借対照表上に計上した固定資産のほか、リ－ス契約により使用している資産として、ＯＡ
機器、試験測定装置等がある。
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【関連当事者との取引】
　　⑴　当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社

古河ＡＳ㈱ （所有）
直接

当社より原材料を供
給、当社が同社製品
を販売

製品の購入 買掛金 　

受取配当 　 － －

古河マグネットワ
イヤ㈱

（所有）
直接

当社より原材料を供
給、当社が同社製品
を販売

製品の購入 買掛金 　

旭電機㈱ （所有）
直接

当社より原材料を供
給、当社が同社製品
を販売

受取配当 　 － －

古河産業㈱ （所有）
直接 当社製品の販売 製品の販売 売掛金

古河電工産業電線
㈱

（所有）
直接

当社より原材料を供
給、当社が同社製品
を販売

製品の販売 売掛金 　

古河エレコム㈱ （所有）
直接 当社製品の販売 製品の販売 売掛金 　

Furukawa Electric 
Singapore  Pte  
Ltd （シンガポー
ル）

（所有）
直接 当社製品の販売 債務保証 　 － －

古河ファイナンス・
アンド・ビジネス・
サポート㈱

（所有）
直接

当社及び国内関係会
社の貸付等の財務支
援及びファクタリン
グ

ファクタリ
ング取引 買掛金

グ ル ー プ
ファイナン
ス取引

　 短　期
貸付金 　

関連会社 ㈱ビスキャス （所有）
直接

当社より原材料を供
給 債務保証 　 － －

（注）　１．製品の販売及び購入については、市場価格などを勘案した上で、一般の取引条件と同様に決定している。
　　　２．資金の貸付条件については、市場金利などを勘案した上で、両者の協議の上決定している。

【１株当たり情報に関する注記】
　１．１株当たり純資産額 円 銭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２．１株当たり当期純利益 円 銭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【重要な後発事象に関する注記】
　　該当事項はない。

【その他の注記】
　　該当事項はない。
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